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「租税特別措置法（間接諸税関係）の取扱いについて」新旧対照表 

 

（注）アンダーラインを付した箇所が新設し、又は改正した箇所である。 

改    正    後   改    正    前 

別冊 

 

第１章 揮発油税及び地方揮発油税の課税標準の特例措置関係 

 

租特法第88条の７《バイオエタノール等揮発油に係る課税標準の特例》関

係 

 

（濃度の測定方法） 

５ バイオエタノール等揮発油に係るエタノール濃度及びエチル-ターシ

ャリ-ブチルエーテル濃度の測定については、バイオエタノール等揮発油

の製造、移出及び移入の都度、品確法施行規則第10条第５項又は同条第９

項に規定する次のいずれかの方法により行う。 

⑴ 日本産業規格（ＪＩＳＫ2536-２（石油製品―成分試験方法））で定

める試験方法 

⑵ 日本産業規格（ＪＩＳＫ2536-４（石油製品―成分試験方法））で定

める試験方法 

⑶ 日本産業規格（ＪＩＳＫ2536-６（石油製品―成分試験方法））で定

める試験方法 

 

第２章 石油石炭税の還付措置関係 

 

第１節 租特法第90条の３の４～第90条の６の３共通関係 

別冊 

 

第１章 揮発油税及び地方揮発油税の課税標準の特例措置関係 

 

租特法第88条の７《バイオエタノール等揮発油に係る課税標準の特例》関

係 

 

（濃度の測定方法） 

５ バイオエタノール等揮発油に係るエタノール濃度及びエチル-ターシ

ャリ-ブチルエーテル濃度の測定については、バイオエタノール等揮発油

の製造、移出及び移入の都度、品確法施行規則第10条第５項又は同条第９

項に規定する次のいずれかの方法により行う。 

⑴ 日本工業規格Ｋ二五三六―二号（石油製品―成分試験方法）で定める

試験方法 

⑵ 日本工業規格Ｋ二五三六―四号（石油製品―成分試験方法）で定める

試験方法 

⑶ 日本工業規格Ｋ二五三六―六号（石油製品―成分試験方法）で定める

試験方法 

 

第２章 石油石炭税の還付措置関係 

 

第１節 租特法第90条の３の４～第90条の６の３共通関係 

別紙１ 



 

- 2 - 

 

改    正    後   改    正    前 

 

（数量測定） 

３ 特定の用途に供する特定用途石油製品等、製造承認に係る石油化学製

品の原料に供する特定揮発油等、農林漁業の用に購入される農林漁業用

Ａ重油及び製造承認に係る石油アスファルト等の数量測定は、石油石炭

税法取扱通達第23条《原油、石油製品又はガス状炭化水素に係る移出又は

引取数量の意義等》及び第26条《原油、石油製品又はガス状炭化水素の数

量の常温換算等》に規定する方法によること。 

(注) 石油アスファルト等の数量測定を容量により行っている場合で、

常時、当該容量を日本産業規格に定める方法その他適正と認められ

る方法により重量に換算し、その重量により取引等を行っていると

きは、当該重量を当該移出又は消費に係る石油アスファルト等の数

量とし、租特令第50条の２第８項の規定を適用して差し支えない。 

 

第６節 租特法第90条の６の３《非製品ガスに係る石油石炭税の還付》関

係 

 

（非製品ガスの組成分析） 

２ １の組成分析は、日本産業規格（ＪＩＳＫ2301（燃料ガス及び天然ガス

―分析・試験方法））に定めるガスクロマトグラフ法その他適正と認めら

れる方法により行う。 

 

（非製品ガスの容量） 

４ 租特令第50条の２の２第10項に規定する「温度零度及び一気圧の下に

おける乾燥した当該非製品ガスの立方メートルで表した容量」とは、日本

 

（数量測定） 

３ 特定の用途に供する特定用途石油製品等、製造承認に係る石油化学製

品の原料に供する特定揮発油等、農林漁業の用に購入される農林漁業用

Ａ重油及び製造承認に係る石油アスファルト等の数量測定は、石油石炭

税法取扱通達第23条《原油、石油製品又はガス状炭化水素に係る移出又は

引取数量の意義等》及び第26条《原油、石油製品又はガス状炭化水素の数

量の常温換算等》に規定する方法によること。 

(注) 石油アスファルト等の数量測定を容量により行っている場合で、

常時、当該容量を日本工業規格に定める方法その他適正と認められ

る方法により重量に換算し、その重量により取引等を行っていると

きは、当該重量を当該移出又は消費に係る石油アスファルト等の数

量とし、租特令第50条の２第８項の規定を適用して差し支えない。 

 

第６節 租特法第90条の６の３《非製品ガスに係る石油石炭税の還付》関

係 

 

（非製品ガスの組成分析） 

２ １の組成分析は、日本工業規格（ＪＩＳＫ2301（燃料ガス及び天然ガス

―分析・試験方法））に定めるガスクロマトグラフ法その他適正と認めら

れる方法により行う。 

 

（非製品ガスの容量） 

４ 租特令第50条の２の２第10項に規定する「温度零度及び一気圧の下に

おける乾燥した当該非製品ガスの立方メートルで表した容量」とは、日本



 

- 3 - 

 

改    正    後   改    正    前 

産業規格（ＪＩＳＭ8010（天然ガス計量方法））に定める標準状態で計測

した非製品ガスの通過体積をいう。 

 

（原料の密度） 

６ 租特令第50条の２の２第10項に規定する「温度十五度の下における当

該非製品ガスの製造に使用された原料の一キロリットル当たりのキログ

ラムで表した重量」は、非製品ガスを製造した期間に使用された原料の密

度を、日本産業規格（ＪＩＳＫ2249-４（原油及び石油製品―密度の求め

方―第４部：密度・質量・容量の換算表））に定める方法によりそれぞれ

計測し、これを加重平均して算出する。 

工業規格（ＪＩＳＭ8010（天然ガス計量方法））に定める標準状態で計測

した非製品ガスの通過体積をいう。 

 

（原料の密度） 

６ 租特令第50条の２の２第10項に規定する「温度十五度の下における当

該非製品ガスの製造に使用された原料の一キロリットル当たりのキログ

ラムで表した重量」は、非製品ガスを製造した期間に使用された原料の密

度を、日本工業規格（ＪＩＳＫ2249-４（原油及び石油製品―密度の求め

方―第４部：密度・質量・容量の換算表））に定める方法によりそれぞれ

計測し、これを加重平均して算出する。 
 


